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（仮称）第五次座間市総合計画策定方針 

 

１ 策定の趣旨 

 

総合計画は、長期的な展望に立って本市の目指すまちの姿を定め、その実現に向けて総合的

かつ計画的な行政経営を行うための指針とするものです。 

本市では、第四次座間市総合計画を平成２３年３月に策定し、目指すまちの姿を「ともに織

りなす 活力と個性 きらめくまち」と定めました。 

しかし、同月には東日本大震災が発生し、その後も計画の策定時には想定していなかった突

発的かつ激甚化した自然災害が頻発しました。 

また、少子高齢化の進行に伴い、子ども・子育て支援に関する施策の総合的な推進や、市の

知名度や魅力を向上させる取組の必要性が高まるなど、本市を取り巻く環境は大きく変化しま

した。 

こうした環境の変化に対応するため、行政経営の指針である総合計画の中間見直しを平成２

７年１０月に実施し、「危機管理・減災」、「子ども・子育て」及び「シティプロモーション」

の三つを推進する新たな方針を定め、基本構想に基づく実施計画を適宜見直すなど、着実なま

ちづくりを推進してきました。 

今後も、現下の新型コロナウイルス感染症による社会経済への影響のほか、中長期的には、

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）※１への対応、社会保障費の急増が予想される２０４０年問

題※２など、取り組まなければならない問題が山積しています。 

そこで、本市ではこれらの基礎自治体を取り巻く社会経済情勢の変化や人口推計などを勘案

して、新たな時代を見据えた持続可能な行政経営に必要となる（仮称）第五次座間市総合計画

（以下「次期総合計画」という。）を策定します。 

  

                            
※１

 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

平成２７年の国連サミットで採択された持続可能な開発目標のことで、誰一人取り残さない社会を実現するた

め、令和１２年までに目標の達成に向けた取組が求められているもの。 

ＳＤＧｓとは、Sustainable Development Goals の略称 
※２ ２０４０年問題 

少子化による人口減少が進行する中、６５歳以上の高齢者人口が最大と予測される年で、介護・医療など社会

保障費の急増が予想される我が国の危機のこと。 
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２ 基本的な考え方 

 

基礎自治体は、自然災害の激甚化や新型コロナウイルス感染症の感染拡大など、これまで想

定していなかった事態に対して、国の制度改正や社会経済情勢の変化を踏まえながら、自らの

権限と責任において行政経営を行わなくてはなりません。 

その指針となる次期総合計画の策定に当たっては、次の事項を基本的な考え方とし、今後も

生じる新たな問題に対応していきます。 

 

⑴ 市民との協働 

次期総合計画の策定過程において、多様な市民参加の機会を設け、意見を聴きながら、市

民との協働により計画づくりを進めます。 

市民に積極的な参加を促すことで、市民と行政が目指すまちの姿を共有することとなり、

計画した内容の実現に向けても市民の主体的な行動を期待できます。 

 

⑵ 分かりやすい計画 

目指すまちの姿を実現するために必要な政策及び施策が体系的かつ明確に整理された計画

づくりを進めます。 

また、市民が次期総合計画の施策方針及びその進捗状況を確認しやすくするため、具体的

な数値目標を可能な限り設定します。 

 

⑶ 計画に則した組織と予算編成 

次期総合計画に則した事業執行に必要な組織体制を整備することに合わせ、組織に連動し

た予算編成を行うことで、財源を計画的かつ効率的に配分したまちづくりが可能となります。 

また、職員一人一人が次期総合計画における役割を認識し、能力を最大限に発揮するため

に、新たな発想と課題意識を持ちながら、策定におけるあらゆる過程に参画させることとし

ます。 
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３ 構成 

 

次期総合計画は、座間市総合計画策定条例（以下「策定条例」という。）を策定根拠としま

す。 

策定条例では、総合計画を本市の最上位計画と位置付け、その構成を基本構想及び実施計画

の２層構成としています。 

 

⑴ 基本構想 

基本構想は、本市が目指すまちの姿とその実現に向けた施策の体系及び方針を示すもので

す。 

近年、本市を取り巻く環境は刻々と変化し、その影響が多方面に及ぶことから、基本構想

の計画期間を現行の１０か年から８か年に改めます。 

また、市長及び市議会議員の任期と計画期間を調整し、市民の代表である市長及び市議会

議員の考えを反映するために、令和５年度を計画期間の初年度とし、令和１２年度を目標年

次とします。 

これは、令和２年１０月に就任した市長の下で２年半の期間をかけて基本構想を策定し、

同時期に選出された市議会議員で構成される議会の議決を経て令和５年４月から開始するこ

とを想定しています。そして、その４年後には基本構想の中間見直しを行い、併せて議会の

議決を経るというように、市長及び市議会議員の任期と基本構想の策定又は見直し時期を重

ねることで両者の意見を最大限反映することを目的としています。 

なお、令和３年度及び４年度は、第四次座間市総合計画の目指すまちの姿を引き継ぐ座間

市市政運営指針を策定して行政経営を行うこととします。 

 

⑵ 実施計画 

実施計画は、基本構想を具現化するための事業計画であり、毎年度の予算編成の指針とす

るものです。 

本市は、多様化する市民ニーズを捉え、中期的な事業計画を示すために、実施計画の計画

期間を３か年とします。 

また、本市を取り巻く社会経済情勢の変化がもたらす新たな問題に対しても迅速かつ具体

的に対応できるように毎年度見直します。 
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４ 策定体制 

 

策定の趣旨や基本的な考え方に沿って次期総合計画を策定するため、次の策定体制で計画づ

くりを進めます。 

 

⑴ 市議会 

策定条例では基本構想の策定を行うときは、市議会の議決を経るものと規定していますの

で、基本構想を議案として市議会に提出します。 

なお、議案提出のみならず必要に応じて情報提供を行います。 

  

⑵ 総合計画審議会 

総合計画審議会は、市長の諮問に応じ、基本構想の原案を調査審議し、その結果を報告し、

又は意見を建議するものです。 

委員には、学識経験者や関係行政機関の職員などを委嘱し、審議を行うこととします。ま

た、基本構想の策定に関する報告事項に対しても、それぞれの立場からの意見が交わされる

ことで、計画策定に当たっての議論が深まることが期待されます。 

 

⑶ 市民参加 

本市の目指すまちの姿を市民と行政が共有し行動する総合計画とするためには、多様な市

民参加の手法を用いて幅広く市民意見を聴く機会を設ける必要があります。 

地区別懇談会やパブリックコメントなど、市民ニーズの把握や市民意見を行政に伝える機

会の確保、市民と行政との意見交換などに努め、協働による基本構想の策定を目指します。 

 

⑷ 庁内検討組織 

次期総合計画の策定に当たっては、策定本部を設置します。また、策定本部には個別事項

を検討する組織の設置も予定しています。 

全職員は、各所属長の指示に基づいて次期総合計画策定に必要な所属に関する事項の調査、

研究及び資料作成などを行い、計画策定に取り組みます。 
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５ 策定スケジュール 

 

年月 市民など 庁内 議会 

令
和
２
年 

10月 
策定条例ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ 

策定方針ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ 

  

11月   

12月  策定条例議案提出 

令
和
３
年 

１月  策定方針策定  

２月  基本構想骨子策定  

３月  

 

 

４月 地区別懇談会など   

５月 

 

  

６月    

７月    

８月    

９月    

10月 基本構想骨子ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ   

11月 地区別懇談会など 基本構想原案策定  

12月 

 

 

 

令
和
４
年 

１月    

２月    

３月    

４月    

５月 総合計画審議会   

６月 

 

  

７月    

８月    

９月   基本構想議案提出 

10月    

11月    

12月    

令
和
５
年 

１月    

２月    

３月    

４月  次期総合計画開始  

なお、策定スケジュールは現段階での想定であり、今後変更する場合があります。 


